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鉄道売買契約調印

英米金融協定に基づくポンド

交換性義務の実施最終期限

イギリス政府がポン 1；交換性

停止を発表

アルゼンチンとイギリス両国

間の貿易および支払協定（通
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1946年少月17日協定
鉄道国有化協定の成立過程III 

本協定は支払、食肉．鉄道および貿易問題の4アルゼ、ンチンの鉄道国有化をめぐる交渉はかな

以」両日にわた J》て取り決められたものであるが，それは鉄道売買がポンり複雑な経緯をたどった。

ご鉄道問題に焦点、を合わせながらその関連部分をドの交換性回復をめぐる交渉とからみあって進め

要約してL、こうほ日で述べた国際金融情勢がその交渉過程に

この複雑な交

られ，

＜支払問題＞

アルゼン Fンとスケーリング地域との貿易，金融取

っ！上のi1とi!1'はう｜続き今後もス々 － ＇）ンゲで行なうこと

とする。

：），ンド処理につし、亡は，本協定成立以前にアノレゼ＇：.

チンが所有する「ポンド残高」と，それ以降iこ取得する

ボンドとに 2分L，後者は以後いかなる地域との経常

取引決済にも自由に使用できるものとし，また前者に

対してはアルゼンチン特別勘定を設けて，以下のよう

な使用を可能とするわすなわち a〕同，州，市町村が
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大きな影響を与えたためであった。

渉過程を理解しやすくするためにまず最終的な鉄

道国有化実施にヤたるまでの主要な協定およひそ

の関連事項を簡単な年表に整理しておこうリ

英米金融協定調印

同協定発効

アルゼンチンとイギリス両国

[<)45年12nβfl

1946年7月15日

会i勾‘鉄道，貿易

問題に関する予備協定調印

間の支払，

年9月17日lriJ 
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もつ主要な公共負債の償還にあてるo b）ブラジルと

の協定に某－；き1000万ボ： i了を限度額としてーノ吋ジル

とアルゼンチン隠の勘定に振り替えるo c) .r’Lゼン
チンにある fギリス投資資産の償還にあてる．の3方

法である。特別勘定に計上されたポンド残高は引続き

金保証の取扱いを受けると同時に，年0.5%の利子が

つけられ、この利子分は他のL，、かなる地成土の経常取

引決済にもn由に使用できるつまたボンゾ段高；t本協
定成立以降4年問に500万ポンドを限度としζ ！＇I由な

経常取引決済にあてうるものとし，それ以降に関して

は再度協議に付す。

＜食肉＞

アルゼンチンからの輸出可能な余剰食肉は， 1946年

10月1日以降向こう 4年間すべてイギリスが貿い受け

るものどするη ただしイーずIJス以外の市ig向け輸出

用として第1年目はその17'!0.第2年目i士山%を限度

として除外する。本協臼こ合7主れる食肉♂〉係出土，牛

肉，子牛肉，羊肉，子羊肉，豚肉，臓物で，冷凍肉，

冷蔵肉，かん詰肉のすべてとする。

1946年10)11 日以降の食内総入価格の決定；土今後の

技術折衝に委わられるが，その価格決定；こあfニョては

アルゼンチン以外の食肉生産諸国における支配的な食

肉価格，生産費および生産奨励に要する支出などを十

分考慮に入れる。新たな妥紡価格は最初の大量貿付契

約に定められた価格の渋沢45%増とし，それは1948年

9月30flにvソヒるまで変更されなか。そし’）fえの｛Iii格は

所定の期日までにあらかじめ両国いずれかの政府から

十分根拠ある変更の申し入れがあった場合を除き据え

霞かれるものとする。

食肉の稀？とおよび他市めへの割当比率の変更につい

ても，価格に－）いて規定竺れた変更の申Lノ人;it;明日を

適用する。

イギリス政府は，現在の生産費調整用資金として500

万ポンドの［自由スターリンゲ」をアルザLチン政府

に即金で支払う。

＜鉄道〉

アルゼンチン国家または問国の私的個人からたる会

社を組織Lてアルゼンチンにあるイギリス鉄道会社の

直接，問j表的な運営にあたらせる。アルゼユチシ政府

は本年10月米以前に技術顧問委員会を結成し，会社の

創業資本金，新会社の組織，所有権の移転，経営の基
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本方針などについてイギリス鉄道会社側代表との会談

にあたらせι どの新会社へのれ1r:t1947年 1) J l I' 

主己またおそ（？）iえのできるだけ，，，.i.、時期に完fさせ

Jへ

アノレゼンチン政府は新会社に対して次のような優遇

措燈を与える。ます£同政府は，現在および将来にわた

Jて新会社』こ免同措置を与え， 11,J.・Hi 

ド主央道建設，運行資材に対するll/,1f見l士一切課さえ十n

ただし輸入時点においてその輸入資材と同種の資材か

すでに国産されている場合には免税対象からはずす。

また配当の支払も，従来ロンドンのイギリス鉄道会社

の干lj益送金力；，／乏していた取tJki.、と 111］様に，新会社c/)

l町、＇r支払もア 'lゼンチン側からの課税対象からは←t'..' 
れる。

新会社の設立資金はアルゼンチンペソ表示の株式発

ff，竺より集め「，.tしその額は ｛，＇（ リミ鉄道会社fトム悶

人 3れる資産総書1i±十分カバーできるものとす·~）。主

fこ－，，，レゼンチL此＇（；＇ないかなミ、II当；こも一部または？っ＇iii

の新会社株式を取得する権利を留保し，さらにイギリ

ス鉄道会社もアルゼンチン市場における新会社株式売

'Rの資格を有するものとする。

新会社の経山こl¥'lしては，発u:s本総額に対トP品
収益が2年間継続して年4%に満たない場合アルセン

チン政府は少なくともそれを 4%まで引き上げるに必

婆な措置を講ずること，また6%を越える場合はその

超過分を会主L怪営［－.の償却金または再投資にあてるこ

と、さらに出守会に対する配ち引＇＇ i全が8帥0万ぺ Yiこ

遼しない場合，その不足額はアルゼンチン政府によっ

て補填される。今後5年間の鉄道近代化資金として同

氏I｛］は5億ベソ在拠出し，そのU＇，資金は新会社に上る

新株発行の亦で処理される。＇？ Jr会？！の設立に際Lご；1

新会社側もイギけて鉄道会社fllljもー!JJ課税されアi.¥ぺ

のとする。

く貿易＞

？後の貿易関係についてすふや刀心交渉を開始寸る

という合意の椛~g；；：とどまっえ。

以上が本協定の要約である u 之さ捗にあた／〉た間

同政府は各々その国益を最大限に確保しよラと計

カしたのであるが，その背後にアメリカ合衆国を

軸とする戦後国際経済の自由，多角化への動きが
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あったことに注毘しなければならなL、。その端的

な現われが1946年7月15[:l（こ発効した英米金融協

定であり，そこに規定されたポンド交換性回復義

務の最終履行期限が翌年7月15日に迫っていたの

である。

こうした状況の下でイギリス政府側交渉聞が主

張した基本線は，アルゼンチンのポンド残高にな

るべく交換性を与えずその使用をスゲーリング地

域内との取引決済に限定することに上 I），国内の

深刻な食糧問題の解決に役立てることであった。

世界の主要な食糧輸出国アルゼンチンとの聞に安

定した食糧輸入協定を結べるか苔かは当時のイギ

リスにとってまさに一つの死活問閣であったので

ある。

ところで本協定におけるボンド交換性回復の規

定は，英米金融協定に定められた経常取引上のポ

ンドの交換性回復義務を履行する内宥のものでは

あったが，ポンド残高は一部を除きその交換性を

回復されないことになった。ポンド残高をめぐる

三つの処理方法は，英米金融協定締結の際アメリ

カ合衆国政府が対英債権諸国に期待していた「戦

争犠牲平等の原則Jに基づく債権棚上げを実現す

るものでこそなかったが， ドル，金流出を可能な

｜浪り最少限にくい止めたレとするイギ、リス側の意

向を十分貫くものであったc イギ l）ス側交渉団に

とってこの協定は与えられた状況の下でかなりの

成果をもたらすことになったといえよう。

次に食肉貿易に関して。イギリスは本協定によ

りγルゼンチンの輸出照会肉の大半を砕一保したと

いうことになる。終戦直後の世界的な食糧不足の

中にあって，戦争による生産力の破壊を受けなか

ったアルゼンチンから食掲の供給を確保できたと

いうことは，価格決定交渉という重大な問題が残

されていたとはいえ，イギリスにとって大きな救

アルぜンチン／）鉄道国有化

いであったことに変わりはなかった。

それでは鉄道問題はどうであったか。たしかに

鉄道はイギリスが所有するアルゼンチンへの最大

の投下資産ではあったが，すでにIでもみたよう

にその収益率低下は，定着化傾向を示していた。

しかもそれは1947年1月1日まで効力をもっミト

レ法の規定により，純収益の3%にあたる金額を

アルゼンチン政府に納入する以外はすへて凪，州，

市町村税および鉄道資材の輸入関税を免除すると

L、う優遇措置に守られながらのことであり〔注幻，

同法令が失効すれば経営状態がより悪化するであ

ろうことは十分予想できたのである。したがって

アルゼンチン側に鉄道会社の経営参加を認、め，そ

の条件の下で免税措置，低収益経営への補填，鉄

道近代化資金の拠出をアルゼシチン政府に要請し

てその後の経営上の負担を軽減する方が，イギリ

ス側；こと，）てはむしろ有利であると判断されたの

である。このことはアルゼンチン鉄道業における

イギリスの独占体制を崩すことにはなるが，すで

に鉄道部門が投資対象としての魅力を失ってきて

いたことを考えると，この協定内容はイギリスの

投資家にとってもそう不利益たものではなかった

のである。

他方アルゼンチン側代表にとってはどうであっ

たか。その最も強く主張するところは司 「戦争犠

牲平等の胤則」に則った債権放棄説に抵抗しなが

ら，なるべく多額のポンド交換性を問視すること

であった。長期かつ大幅な対イギリス出越を記録

し、貿易品目構成からみてもスターリング地域と

の貿易取引決済にポンドを費してしまうのは，ア

ルゼンチン経済にとって得策ではなく，できるだ

け多額のボンドを非スターリング地域との取引に

使用できるよう，大幅な交換性回復への合意をイ

ギリス政府からとりつけることを，アルゼンチン

3ラ
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側は謹んだのであった。問題の要はポンド浅高で

あった。しかしながらいざポンド残高の交換性回

復への見込みが断たれてしまった段階では，アル

ゼンチン側としては残された可能性の中から次善

の策として本協定の支払に関する規定に同意せざ

るをえなかったのである。

食肉貿易においては，輸出用食肉の大半をイギ

リス市場に向けることになったわけであるが，イ

ギリスは古くからアルゼンチン農高産物の最大顧

客であり，この貿易関係を維持することはア’Lゼ

ンチン側にとって必ずしも不利ではなかった。し

かもとの時期にはすでにポンドの経常取引におけ

る交換性回復への見通しが立っており，本協定成

立以降の対イギリス出趨分は他のいかなる地域と

の取引決済にも使用できるはずのものであった。

したがってイギリスを引続き主要な輪出相手間に

据え置くことは，アyレぜ〉チン側にとっても何ら

多角貿易の利点を損ねるもので日なくなるのであ

り，価格決定が後の交渉に持ち越されてU、たとは

いえ，本協定の食肉に関する規定はアルゼン千ン

側交渉団の意向に逆行するものではなかった。

しかしながら鉄道に関してはかなりの問題があ

った。 40年間にわたり免税などの擾遇措置を与え

続けたミトレ法がやっと失効時期を迎えたにもか

かわらず，ここで再度！司法を上まわる彊遇措置を

盛り込むことは，たとえアノレゼンチン側の経営参

加が実現するとはいえ司そのナショナリステ fツ

クな考え方と相容れるものではなく，さらに低収

益性の補壌や施設近代化のための資金拠出など，

少なからざる財政負担を要求するものである。た

しかにこの時期のアルゼンチン経済は戦時，戦後

を通ずる世界的な食糧の売り手市場というまれに

みる好機に恵まれてはいた。しかし一方でポンド

残高はアルゼンチンの望みどおり自由に処分でき

3t> 

るものではなく，他方，産業構造の変革をめざす

経済計画の実施は多額の財政投融資を必要不可欠

の条件としていたことを考慮すると， ilとして潤iに

な資金調を持っていたわけではないのである。と

ころで本協定の鉄j宜に関する規定は， ，・んゼン子

ン政府が向ζ う何年聞かにわたる出費を；削香しな

ければならないにもかかわらず，鉄道の所有，経

常にお打るイギリスの影響を完全に取り除いて f

／レゼンチン側に完全な経営主権をもたらすもので

はない。そのため当時ペロ L政権下で盛り上が〉

ていた「ナショナリズム」の凪潮に心情的にも訴

えかけるところの弱い協定となり，国有化促進支

持派からは台弁でなく固有化に踏み切るぜ二きで:v-,

るという強い意見が出されていた。その主な論点、

は，合弁（じ案は誘惑的であるが． ［合弁之社形整、

は輸送部門における瓦大な独占体を形成するもの

であり，その独占体は『自らの会エネノレギーと知

識を，公共cl）繁栄を拡大するためでなく i'lらの，；止

益増大とその所有の永久化に用いる』」ωωとする

ものであり，またへいニズム1:.＇？なか心主る思屯！！

的影響を与えたスカラブリニ・オーティス（Raul

Scalabrini Ortiz）は当日寺のアノレゼンチンがアメリ

ヵ合衆［斗とソ連とに並ぶ3大吉凶に入るとして，

多額に上る封鎖ポンドの存在を指摘しながらミオL

:l：外国支配下にある鉄道の iri:収，施設i,(il］新の白

金源にあてることができるJ（注4）状況にあるとし

:・ U、る。 Iiレゼン手＞［道内山こうした活（＇，、！又対 d} 

もと，－＝－ l＇）台弁化案は次回，， > I山Jifl間折／,jiJ二、大幅l二

修正されることになサたのである。

2. 鉄道売買協定

1946年9月17日協定では新会社の組織，所有権

ω移転，経営方針などにつν－c・:,・ Iレゼンヂン政耳f

とイギリス鉄道会社との聞にすみやかに交渉がお

たれるよう規定されていたがラその交渉にはアル
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ゼン子ン侭iから政HHl:1<'' ・・・ノンダ（＇.＇vliguelJ¥firan-

da），イギリス側から鉄道会社群代表広ディ（Mon-

tague J. Eddy）点、あたり，iぷ、交渉過程を経てよう

やく 1947年2月13日に調印の運びにこぎつけた。

二jしが「鉄道J己n協定jCあり，前協定のよせ定を
大脳い改訂するものでの？に。次心その要旨な絹

介することにしよう（白s）。

く第1条〉

本協定の交付Jとはアルゼンチン政府とアノレゼンチン

国内にあるイ千円ス所有鉄道会社群のl刈釘があたるc

役者に含まれる会社は Ci)Buenos Ayres Great Sou-

them Railway Company Limited, （必 BuenosAyres 

¥Vcslern Railway Limited，③ Bahia Blanca叩 d

North ¥Vestern Railway Company Limited，④ The 

Buenos Ayres Ensenada且ndSouth Coast Railway 

Company Lim,1ed，⑤ Buenos Ayr出 MidlandRail-

way Company Limited, (6〕CentralArgentine Hail-

way Limit町1,,'7; Buenos Ayres and Paci五cRailway 

Compαny Limitヒd, (g) 1＼γ日entine ( ;reat W日もtern

Railway Company Limited, @ Villa九tlarlaand 

Rufino Railway Company Limited，⑩ Entre Rios 

Railways Company Limited‘ゴI) /¥rgentine t¥orth 

E出 kmRailwι：1y Company Limited の11干土である。

く第2条＞

アルゼンチン政府は1946年7月1日現在自国領土内

にあるイギリス鉄道会社の鉄道輸送機能に直接または

閑Itにかかわず3日、る資産の購入に｜寸志する。 3己去の
対象とされる資産は次のものを含む。 1946年1n 1 ti 
の時点で上記11社のイギリス鉄道会社の鉄道運営に関

係している諸々の鉄道資材，土地，建築物，護主f己電話
施設，港湾施ぷなど［的 l!l4ti年6月初七十j財産ji録な

どの書類に計上済みの燃料，鉄道資材，動産など，ア

／レ-t"＞チン国ii、j；こある在！昔＜＇，＼，

翰送中のもの、i‘｝、イギ IJス法人会｝上である円out｝ l 

American Hotel Limited, Buenos Ayres Southern 

Dock Company Limited, Bahia Blar】enWaterw，口rks' 手

Limit<‘《1,Lit，》ralTranspr予：t（、.ompa，】yLimit巴ι］0) .j 

社がγノレゼンチン国内に所有する財E霊およひ

ア／レ十σンチンの法イTによ IJそのコスト計上がイギリス

アルゼンチンの鉄道国有化

鉄道会社の資本金勘定から除かれているが同会社所有

になる土地，財産，建物同，イ竿リス鉄道会社が全所

有ーする子会社で，ExpresoFurlong-Empresa de Tra-

nsportes (;enerales, S. A., Transportes Cordiller組曲，

S. R. L., Transportes Regional桂昌 Argentinos, S. R. 

L., Compaftia Internacional de Transportes Autom6-

、iles,S. A. 4輸送会社の株式もしくは資本分担金（e),
運送会社ではないがイギリス鉄道会社の全所有下にあ

る ArgentineFruit Distributors, S. R. L., S. A. 

F omento del Nort冶 AgricoiaGanadera e Inmobilia-

ria, Sociedad de Consnmos del F. C. Sud Ltda 3子

会社の株式もしくは資本分担金（f），イギリス鉄道会社

が全所有するものではないが，らj会1H；所有する次の
公社群の株式もしくは資本分担金，Compaiiiade Tra-

nsportes Camineros, S. R. L., El Condor, Empresa 

dぜ TransportesS. R. L., El Valle, Empresa de Tra-

nsportes S. R. L., Soじiedadde Socorros孔1utuosde 

Empleados y Obreros de! Ferrocarril Gran Oeste 

,¥rgentino, C‘ompafila l¥Iuelles y I〕ep6sitosde! Pue-

rlo de La Plata, S. A. Frigori五code los Prυductos 

de Uvas de Exportar-Mendoza, Compania y Ti巴rras

y Hoteles de Alta Gracia, Emprcsas Electricas de 

Dahia Blanca S. A., Dep6sitos Frigorlficos de S回

Juan S. A., Compafiia Colonizadora de Tierras 

(Campo Besa), Savoy Hotel y Anexos de Tucuman, 

Compafila de Transportes Expreso Villalongaの11

社側， RailwayPetroleum Companyの財産および資

産ならびに首都 PaseoCol6n街185にある建物，（h),

Buenos Ayres Great Southern Railway Company 

Limited に所属する Agricultural Light Railways 

(i），以上である。

く第3条〉

本売買協定に含まれない資産は次のとおりである。

fギリス鉄道会社の不動産で， 1946年7月1日前に所

有権移転措置の対象となっているもの（a），前項の措置

により発生Lたイギリス鉄道会社への帰属債権1J，），ア

ルゼンチン・ナシオン銀行などに積み立てられている

保証金や抵当など（c），アルゼンチン領土外にあるイギ

リス鉄道会社の全資産で第2条b項に該当しないもの

Id入 Compail.iade l¥fuelles y Dep6sitos Las Catali-

nas Limitadas, Compail.ia Argentina de Tierras e 

Industrias Limitadas 2社からイギリス鉄道会社へ支
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払われる配当収入（e），である。

＜第4条〉

1946年6月初日現在の現金海おおよび同期れまでの

鉄道経営iこ，仁、て発生した抵当潅，債権料fギリス鉄

道会社tこ帰同士たは同会社に益するよう詰算されるも

のとする（a）。 1946年6月30日以前の鉄道経営にかかわ

る訴訟判決または係争開始によって生ずる資金，資産

総額は fギリス鉄道会社に'.infJ,>il，する（b）。アルゼ〉チン

政府は公式命令に基づく 194ti年G月初日までの輸送費

を，本協定j北JJJ後すみやか心fずりス鉄道公社t乙支払

うこと（c）。 1946年7月1日以降に発生した輸送，資産

の売却は，それ以前に契約が交されたものであっても

アルゼLノチン政府に帰属する（，］10本来のイキ！）フ、鉄道

会社に開計ζ〉以上の規定は第2条c' h1,1叫：［11にも同

様に適用される（e）。

＜第5条＞

第2；長に掲げられた資産ぽ完封は24億825())j7 ・しゼン

チンベゾ (l他国00万ポンド）とし，うわ22（.む4252万

5000ぺソ（ 1億3550万ポンド）をイギリス鉄道会社資

産総額， 2億3997万5000ペソ（1450万ポンド〉を第2

条で規定＜2'ZLた残りすべての資産総額とする。 T.1レゼ

ンチン政府は24億8250万ぺ、ノの支払実施、＇ inにおい

て，イ工千リスの会社仮ljがfンゲアンド銀行て 1徳氏泊。

万ポンドを使用できるよう処置する。

＜第11条＞

第5条規定の売買価額は凶？見、割引，献金，ill紙税，

地方税，手数料などのいかなる減額も受けず，売買に

伴う諸経費の負担はアルゼンチン政府が支弁するもの

とし， イ二千 i）ζ会社倶ljは沼忌条！犯定総額全右足を交領す

るものとす・＇Jc,

＜第14条＞

イギリス鉄道会社被雇用者の取扱いに関しては．売

買成立以降ホ， 1946年6月30['l現在月給が1000・＜ソ以

下の者に対しては，新しい所有者の下で疋引が継続さ

れ，また1000ペソを越える被雇用者の雇用関係も継続

されるよう善処する。

く第9条＞

38 

半；売買協定の発効は，イギリス但ljの園内法に基／い；

議役会議と株主総会での裁可およびアルゼンチン側の

アルゼンチン貿易促進院（InstitutoArgentino de 

Promoci6n de! Intercambio，略称IAPI）理事会での

承認を必要とするπ

く補足＞

第5条規定の発資総額は第9条に定められた発効婆

件が満たされて後30日以内に支払われ込ものとす〆：＇ C

以上が主要な協定の内容である。本協定を1946

年9月17日協定と比較してまず気づく根本的な相

違は‘前協定において合弁化の方向jで考えられて

ヤたものが，イ三w；定では売買が基本線となってい
ることである。ここにいたり， 1世紀近くにわた

って建設，運行されてきたイギリス鉄道会祉の全

資産！っ1アyレゼ、ンチン政府により買い取られる運C、

にな J たわけである。

ところでこの鉄道およびその関連資産の売買決

定それ自体の交渉は9 次に述べる有買価額の決で

に比ぺてそれほど難航しなか＇） t.::. C というのは．

売手側のイギリス鉄道会社は，これまでの経蛍実

績から推しでも今後その収益上昇の見込はごく薄

L、とみており．このまま低収読経常を継続する上

りも手放した方iJ＂得策であると判断していたよう
で，イギリス側交渉代表者のヱヂィは「アルゼン

チンの私有鉄道とくに外国資本の所有下におかれ

ているものの経営状態は，たとえ；（工高い運営費な

どにほばまれて将来収益がもたらされるであろら

見込はほとんどなく，たとえ，認可されそうにもな

い50%の運賃引上げを行なったとしてもその見通

しは変わらなしい：it 6）との見解を持っていた。ま

た民手側アルゼンチン政府の方は， 「ナシ百十リ

ズム」を志向する政治主張の下で皮帝国主義キャ

〉ぺーンを張り経済従属性の打破を訴えてヤた折

から，外資投下の111心であった鉄道を買い取るこ
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~10表売n協定対象鉄道会社の名目資本発行総額と市場価税

アルゼンチンの鉄道国有化
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（出所〕 The Fi月ancialTimes, 13 February, No. 18,037, p. 1. 

GU ra) ノオ ｛Tプランカ・ブ、ェノぇアイレス.：、，ドラ／ rを含む。
（同 ブ7 ノスアイレス・ミッド弓ンドの優先株を含むη

(c) ブェノスアイレス・ミッドランドの社債を含む。

id) ブ？／スアイレス・ミッドヲンドの優先株を含む。

(e) アルゼンチン・ケ、レート！？こスター〆こげーリ γ－，， IJアを含む。

(f) アルゼンチン・グレートウェスターンを含む。

とは国内における輸送網の主権を取り戻すことで

あり，経済的独立達成の道につながるとの考えか

ら，鉄道の国有化は心枯：1¥'.J（こ受け入れやすし、ふの

であった。すなわち交渉にあたった双方が各々異

なる判断基準のドで， 1"1らの利益i二（，致するもの

として鉄道売買に踏み切マ〉たといえkう。

むしろ本協定交渉過程で最大の難関となったの

は売買資産評｛仙の問題であり，その価額をし、かに

決定するかであった。イギリス側がより高い売却

額を望んだことは言うまでιないが、ここで会社
群の資産評価吉行なう手掛りとして次の第1()去を

掲げておこう。この表は売質の対象とされている

鉄道会社群のr,11資本発行総額と fとの市場価額を

会社ごとに記載したものである。ここには売買対

象になっていとS11鉄道会社のうちー～ノスアイし

ス・エンセナーダ・サウスコースト鉄道株式会社

が含まれていないが，同社が他の会社群に比べて

ごく小規模であることを考えると，第10表は売買

価額の判定材料として十分利用価値をもっといえ

る3 社債‘優先株，普通株を台計した名目発行総

額は 2億4992万2413ポンド，その市場価額合計は

l億1722万7600ポ乙＇ f'となる。三の市喝価額に

「資本価値に対する年賦金（annuiti白）支出の可能

性を考慮して 300万から 400万ポンドの加算が必

要」借りとすればその見積額は 1億加00万ポンド

強となる。第10表に含まれないブェノスアイレス

．ヱンセ十ーダ・サ力スコート鉄道株式会社の市

場価額を加えても鉄道会社群全体の市場価領は1

億3550万ポンド以内にとどまるものであり，また

その他関連会社資産の市場価額を加算しても 1億

5000万ポンドを大幅に越えるものではなく，した

がって妥結額ほ売買対象資産の市場価額を十分カ

ノ〈ーするものであったとみなけれiまならなL、であ

ろう。この点についてエディは次のような感想を
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述べている。 「もしより商務な資本四収が実現で

きたならばー濯望ましい結果に終わったであろう

ととjは認めるが， Iこの交渉はイギリス側の利

益を満たしてくれるもので、あったJCit 8）と 3 妥結

額は当然のとどとして名日発行総額iとは透くね，）：

ばないものであづたが， これまでの会也幡営の笑

態やそれ以降に予想、される低収益性の継続を計算

に入れた場合， Jとの制は fギリス資本家の期待か

らそうかり離れたものでじなかったc それではア

ルゼシチン側代表にとってばどうであったか。資

産評価にあたっては，経営状況，資材の老朽化な

どの要素に加えて，投資収益は1世紀近くにわた

る鉄道経滋史の中で十分回収怠れたとする見方が

強く作用してし、た。鉄道問題山交渉にあたってア

ルゼンチシ国内に組織された専門委員会「鉄道同

有化委員会jは1947年IJl 30日の報告で， イギリ

スが所有する「鉄道は10億ペソ以上の価値を持つ

ものではなくJ（注9)' しかもその運営にはかなり

の追加投賢治必要とされるとしてし、る。また交渉

にあたったミランダ自身もほぼ同様の見積りをし

ていたが，現実の妥結額はその2倍＇j＇：に近いもの

になったのであるe 売買妥結舗の判定にはより詳

細な技術的検討が必要なのであるが、残念ながら

資料上の制約から今筆者にはその十分な用意がな

い。ただ一万にはイギリス側交渉代表の肯定的な

評価があ t人他ぢア：［..ゼンチシ側代表にはあまり

に高すぎる買物として受けとられる桔果に終わっ

た点を注記しておきたい。

売買価額の支払いは協定批准後30日以内に行な

われることとされ， jその支払いはロンドンι留

め置かれているアルゼンチン所有ゆ：t~ン F.残高 1

｛意2刷。万ポンドとその他の資金源j注 10）によるポ

ンドの現金払いとされたソすなわち1946年9月17

日協定に盛られたポンド残高処理の3方法のうち

40 

第3の「アルゼンチンにあるイギリス投資資産の

償還にあてる」とU、う規定に則って，鉄道購入資

金のほとんどが，

Tこ。

まかなわれるというととであっ

このように鉄道売同協定はすで仁調印済み山

1946年9月17日協定者三前提としていえのであら

カt, その前提となる同協定の効力を無効にしてし

まうような事態が発生した。 というのは，すでに

みえように同協定lまその発効以降経前取号｜におけ

るポン rの交換性回復をアルゼンチン刈l仁拘束j
るものであったポ， 1947年8月初日，イーザ I）ス此

府がポンドの交換性停止を発表するにい：三り、

1946年協定の要となる条項は不騰行の扱い色乏げ

ると ζLなったのでゐる。

こ・：， Lた伏況の下で，鉄道買収資金の支払1),t

} 〉みt，：「》ず貿易取引とその決済問題を処がnする！こ

めの交渉が両国間でもたれ‘ 1948年2月l＇.？日にザ

ンデ、ス協定と通称される協定が調印されたのであ

-もコ。
3. アンデス協定

本協定は両国間の貿易取引とその決済問題，決

道売買の支払方法につU、ご取り決めたもので九

り， 以下その内容を紹介していこう仙11¥

＜出 1':f::> 

アルゼンチンからの1948年分輸入に関し，イギリス

政府；4食料行を通じて本協定別項 No.I （注12）に定め

られた品目と数民を，行意に達Lfこ価問こより，アノレ

ゼンチン貿易促進院を通してアルゼンチン政府から買

い入れる。 1i_.lj項：＼マ0.] , .• ，商，＼／，生花玲上外分をf＼＿担Jる

ため fギ，；ス政！とfは1000万ポンrをアルゼン「ン｛lllj；こ
fl［！金で支払う。

＜第2条＞

イギリスからの1948年輸出につき同国政府はアルゼ

ンチン政府がら特に要請された，＼ii日を日lj項No.2/t:13) 

に某づいて供給する用意がある。イギリス政府は向品
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[] /J; ~,- JC ゼ ＞ 1 ；粁 iii' にど Jヲて ，［（~. ヴふることをぷ

め， }jOlJ i仁ぶ範囲内で，適切な尚一！切に適切な （'( ,, 

ζの会社または、11/,;l土取引契約をま；＇iぶ；乙乞、要な寸 .-

の綬JljJをねたろ。

く第九条〉

Iリ48行：i,Ljfff]I；司商品質めi同iJJJjX内 l, l¥o. :0 ::. ・，じめ

(,;/L ／二 t のを心、 j三 L もす～てとせず， I＂月内；二補イ口 i•J

i主むふるっ JiliJ同政府は）j']J}i：＼！け I, I¥ず｛入ゴ川＇，／， flに対

しすみやかに輸入許；；J舟 Ij－えろとし。

く第4条＞

)JIJJJi No守 1 のP主i品お ιk びl~ず「契半iJI三上る陸l%1 「 IJIJρ

jffj品｛曲柏－として9 f下 I）ス政）｛可t土1/.iら；11'斗 i、を

ンチン政H:fに対Lア／レ-tl'ユチンJ貿号（JI'.i立i淀の11座圭ヲご

に主；払う。活 1：条規定のj(泊。Iiボ＞ J: Ll,,H.liのか法で

!:::Jl、うっ以上d〕払込み金はただ士，Iこれ／ワザ弓＞ Iご銀行

にあるアルゼンチン共和国中央銀行口駅に十ちされ‘徒

庁iよア’Lぜ二 f 斗 ti'(::)f'.f" Y 1Vゼ、ン千二資＇0l足ii院に代

わり総紋 1{,0.川00万；f-;...iご（1947年2J.J J:l日鉄道：？i:'i'.i

1必定による.；＇，.：買辺市消自）合 f干けス鉄道会むに支払九

上う指示する。りljJ廷No.1の商品および既存契約にぷ：

Jく1¥'1司品輸入額カ二1949年：1月31日現11'1 {0：ボLi：にお

たない収合， TJL・ゼン4ン政！(fはその不足額をイギ IJ

ス政府に返済L.111HI、金iこえrLご；土r1:n.:i%の利子そ
｛、jすの

アle寸；・ι千〉！上手口問中Jjと銀行i土引続き fLゲラ： iご

銀行に fA J. I BJ向勘定をf;f.ラ frl-1っ－J¥ J勘定校

.~むには，；I示t0''}'0:iヲらの手ljfを付L，従来どお I］の保
証企与える。 IAJ、「BJ l~•i 勘定手伝 i向と t ；こくろ’ －＇ i

ンゲ地域内、パL、かなるl!l<JI決済にも使H-1可能むふるυ

IBJ 勘定lこ対してi土？’Lゼンチン共有11J,J'11央銀行と

( > ／、ラユ ド銀行メ：／..｝JO'J；「立に本 ）＜条件｛こ従戸、てfl}

＂手佃1の{:f，；.止必1~··を与える。この保証i士「 J\J 勘定へ (I)

保証指置と煩似のもの C',J 9-19年足 Ji:n11 ・主 σの苔債

残高とf,i]ll寺期までの契約の/frrV長生する一十、日＇） f芸高；て

~.J しそのむl',11年男j ま σ保，ilJ/11汽全与える。

く第5条＞

l司 •i 国！日jの i司際Wz支がγ ； I. ゼ：子 L 和ljfこかなり大相た

黒字をもた，， Lていることを汚庖：L, イギづ ζぷ〕年I,・ 
ノレーI＂ン f-ン乞Jム子正立をtt杓llさせる店、'll:ttを；・，gめ‘ そ（／）

矧1＼かん γ凡打：子 L 政月：1はその為弁）,;'J＇~－伶人統市IJ

アノLl＇ン t ン，，Jl,.i邑11ヨ1-Ji仁

政;;Jのおす範｜明内でfギリスか「、じり商品輸入に長恵国

待遇？とらえるーとくに本協定に定め r，れた］（）（）｛）｝jポv

ドは，現在為倖管理市lj限の対象とされている fギ11ス

市：日〔T)輸入にttL優先的に使用され乙三ど l

〈第fi条〉

τルゼLヰンと六，，一リ Lヴ、地i戎問H元引決1奇はす－…

てFι 夕一 I)> 7ずでifな

f ごFニ1：－銀｛丁カ： Fと々 一リ ν ワ、と：： IL Eのl旬に用L、てL、

〈み＇i】｛左の玉与7主レ一卜に某Jヲき γll-"-・cン←F> !t干H同Iド4去

銀f子l三上り定h～ムhるわ

このよろに本協定では両国間貿易の取決めが柱

となりその支払方法とからみあ.－，て鉄道売買の支

払＼、が決められている。 T1レぜン千ンからイギリ

ス向けに穀物と食肉が輸出され， イギリスからは

石油製品，石炭，金iii!，＇金属製品，化学製品など多

種類にわたる商l広が供給されることが規定されて

いる。当時の両国間貿易は、 一方で食糧不足に悩

むイギリスにとってアルゼンチンからの輸入はき

わめ亡緊要度の高いものであったのに対L、ァ’L

-l：：＇＇ンヂ〉にとって i土未だ経済回復過程なかばに｛ふ

るイギリスは必ずしむ最適の輸入相手同ではなか

ったっ当時アルゼンチンの貿易収支はイギリスに

対して大幅かっ長期的な出超司 7 リカ合衆国に対

しては大幅な入超を記録してレた〈注16）が‘ポンド

の交換性停止以降はポンドの非ス々ーリンゲ地域

に対する使用が不l可能になったのである。こうし

て交換性を停止された後のポンドの処理がイギリ

ス， γ I＼.， ゼンチン両国の聞で再度大きな問題とな

り、その解決方策の つどして‘ イギリスの194ts

：手度分輸入前払；iそと喪牧業生産のコスト上昇補填

貴合計 l億10α）万ポ〉ドをそのまま鉄道売買に

あてることとなったわけである。またその不足額

4000-Yj,J-;ンドの支払にはまずすべてのB勘定残高

をあじなお不足が生ずる分につし、てはA勘定残

高から補填すと3ことになペた。とこ人で本協定調
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印時におけるA, B両勘定残高は「A勘定残高が

1億ポンドをやや上回り B勘定残高がA勘定残高

の約3分の lであ」った（注17）。このようにイギリ

えの鉄道資産は鉄道売買協定の同定に某－ ；くポン

ド残高ではなく， 1948年農産物輸出とB勘定残高

によって質収されることにな qたわけである。

イギリスにとってこのことは 1年間の会樋輸入

と戦後の対アルゼンチン国際収支赤字蓄積分とひ

きかえに、長年建設， j室営してきた鉄道を子放す

ことを意味した。 1947年夏以来の経済危機と国内

の深刻な食糧不足をかがえ，しかもポン r・の交換

性停止を一一方的に発表して1946年9月17!::I協定の

真髄を実質上破棄してしまったイギリスが，交渉

上絶対的な優位に立つアルゼンチン政府かム食糧

供給の約束をとりつけるのには多大な交渉能力が

必要で、あ→た。そしてアルゼシチンにある最大の

イギリス投資資産を手放して相手国政府のトシヨ

ナリズムの感情に訴える方策によりようやく国民

の胃袋を満たすことに成功したのであ〉たf

他方アルゼンチン側代表にとづてはどうであっ

たが，戦時中，戦後の111：界的食糧不足としぺ食糧

供給国にとっての好機をその後の園内経済開発に

どう役立てるか，この意味においてポンド処理は

きわめて重要な問題であった0 ，／［，寅協定i土、 1946

年9月17日協定によるB勘定残高の交換性回復を

前提とした上で，交換性を回復されなし、A勘定残

高の処理方法として，鉄道買収費にあてようとし

たものであった。しかしボンドの交換性停止以後

はB勘定残高のA勘定残高に対する大きな利点が

喪失されたばかりか， A勘定の封鎖が解かれスタ

ーリンダ地域との取引決済に使用できるようにな

った以上，B勘定にない年0.5%利子と金保証措置

の規定をもぺA勘定残高の方ぷむしろ有刊になっ

てきた。したがっ亡買収額の補漢にはA勘定より
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もB勘定をあてる方がアルゼンチン側にとって有

手リとL、うことtこなったわけである。

イギリスとアルゼンチン両国の聞で交されたこ

の31主にわたる協定はいすごれも厳しい交渉を重ね

た末のものにほかならなかった。農牧業中心のア

ルゼンチン経済開発の呼び水的役割を果たしたイ

ギリスの鉄道いこうしてアルゼンチン政府に買い

とられることになり， 1948年3月1日，鉄道の悶

有化が実施されたのである。

〔／l1〕 協定文は Ministeriode Relaciones Exte-

riores y Culto de la Republica Argentina, lnstru-

mentos lntern,zcionales de （い・acterJJilateral 品川戸

riptos por la Republica Argentina (Hasta el 30 de 

junio de 1948) Torno Ill, Buenos Aires, 1950所収

の A仁uerdosPreliminare，ヲ sohreCuestiones de Pa 

gos, Carnes, Ferrocarril巴S y Negociaci6n de un 

Convenio Comercialによった。

( d. 2 l Colccci,,n Comρ！，，ta de Leyes Nacion川 ＇S,

To111u XW, Yo!. I, 1906 1908, Ley 4.937-6287, 

Buenos Aires, La Facultad, 1918, pp. 388-392所収

の打行法5315村山寸参照のごモ。

C, i 3) Scalahrini Ortiz, R., L附 ／；－rrocarr ・ミ

deben ser de! pueblo argentino, Buenos Aires, 

Editorial Reconquista, 194G. p. 164. 

(. I 4 ) Ibid , p. 115. 

(t!:5) 協定文は Ministeriode Relaciones Exte-

riores y Culto de la Republica Argentina, op. cit 

所~l ' （、ontratode Compra Venta de Ferrocarril e、
によった。

01 G ) The Finan「ialTimes, 14 February, 1947, 
No. 18,038, p. 1 ：：り。

（注7) Ibid., 13 February, 1947, No. 18,037, p. 1. 

m H〕 Ibid.,14 February, 1947. No目 18,038,p. 1. 
l,'I:リ）“Lanacionaliz町 ionde los ferrocarrilcs.＇’ 

Polemiιa, Buenos Aires, Centro Editor de Am己rica

Latina, 1971, p. 55. 

(, I ]()) The Financial Tunes, 13 Fピbruary,1947, 

No. 18,037, p. 1. 

（注11) 協定文は Secretaryof State for Foreign 

A妊airs,Argentine No. 1 (1948) Engl山町I,Treati,・.,. 

etc. JI 1936-1952、Londonlι！？収の Agreementon 



Ⅳ　両国における反響
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Trade and Payments between the c;overnment of 

the United Kingdom of Great Britain and North-

ern Ireland and the Government of 1he Ar財 ntine

Republicによ♂ fニ。

Ci主12〕 アルゼンチンからイギりスへの輸出品刊と
数併に隠すろtl,i'.iζでそわは i：んとは，j、定，大変，ルウも

｝ ！など穀11］，食肉，,J,J;'j17および有14b1'U曲目白でふら。

（注13) イギリスからプノレゼンチンへの輸出品目と

数f骨号定めだもので，石油製品，石炭『鉄製占fぃ非鉄

金同制品， B＇＇，・tJIJ機械，化学製品なとち種類にp、とっ

ている。

（注14〕 アルゼンチン共和国中央銀行はイングラン

!SH frに二＇） ，；，約定をも〉ごおり， Jハーつで;t,,,:,A

勘定は， 1941fド以降金保証の措置が与えられていた

が，自由な経常取引機能は持たず，ただ年0.5%来IJ子

分（／ 1｝，が経百；.lli<: ,; I決済仁侠JIJでき土。，，う一つ， B勘

定は1946年9月17日以降のポント純取得分から弘つ，

アンデス協定以前には保証構置を与え九れていなかっ

I 11：経常取引 j/) 使用い (Iillであっ J (1947年8JJコO

I.I vJ小ンドラヒ倹刊停止以；Jij,lスター ノグ地域ハt,_f 

その他内通貨J也知~すべてに対して使用できたが，それ

以降uスタ ! ／グ地以；付決済に限＇.iE・＇ν1ることに￥
. J】のはすごに ρ七てき7ことわり〉。 At1J1定から RIi.；，定

への一部移行は可能で， 1946年9月17臼協定に基づく

500/jボンドと i¥VJJ定の平ljf分はBlめ定：こ移行されて

しイ守 （Hansard,House of Commons, Vol. 447，叶．

Feb.-27. Feb., 1947-48. Col. 1683-85）。

(ii 15) てj)！~＇.誌は当ll~j 広範に予i~！.されてレハ汗ン

トi刀iげに主Jjみ保護主計ii'！＇モしてと 0,j l たものご，ポ

ンドとトノレとの交換比率は1939年9月か「コ1949年9月

ま-r-1ポンド 4 03ドんであったが， 1949年9Flのポ
ンドlJJ下げLこより lポγ ド二2.80IノL ：なっt:(Zup-

nick, op. cit., p. 102.）。

（注16) 1940年代後半におけるアルゼンチンの対

1Jic，米貿易収安残高は次山とおり。 (i手（：ぺ 1,000:.>)

1附 I i附 I 1947 1附 1附

対イギリ；，，I+160 ,2761 + 18s ,821" +382.600. + 267. 7311十76,371
対アメリカ合衆向 山，昌弘÷山：，1431.400¥ 399,1001 川印

CJ：所） Unit引lStλtes, Department of Commerce, 01百円
。fIn匝rnationalTrade, Fo問ignCm削仰erceYearbook 
1948, Washington D. C., U. S. Government Printing 
Office, 1950. p. 269，『同1951年版l1953. pp. 542 543より
i'I・ j主υ
C/1) 7こだL令11,•.: I主除く p

（注17〕 Hansard, House of Commons, Vol. 

447, 9 Feb.-27 Feb., 1947-48, Col 1685. 

アルゼンチンの鉄道国有化

IV 両閣における反響

ここでは鉄道国宵化実施仁L、たるまでの過程で

岡田にどのような反響があったか，その主要な論

点を整理しながらこの点を概観しておきたL、と思

う。論述の都合上まずイギリス側の受けとめ方に

ついて考察した上で．次にアルゼンチン側に言及

することにしたい。

1. イギリス側の皮饗

交渉過程で当時のイギリスが最も強い関心をU、

だいていたのは，終戦後の食糧危機への対応であ

り，その食糧輸入によって戦後イギリス経済の復

興が遅延されてはならないということであった。

経済の再建に必要な物資の輸入は食糧輸入に妨げ

られることなく確保されなければならず司そのた

めにはドル，金保有高の流出抑制が重要であった。

さのことは戦時中および一部戦後にまでおよんだ

封鎖ポンドの処理とをi接にかかわっており．その

処理にあたっては手持ドノレ，金保有高を減少させ

ることたく負債問題を解決に導かなければならな

かった。その観点から最も望ましいのは「戦争犠

牲平等の原貝ljJに基づく対イ：ずリス債権の棚上げ

であったが，先にも述べたように，とのことは各

当事国によりそう広範囲に受け入れられるもので

はなく，したがってこうした状況の下での次善の

策はポンド残高をスターリング地域内の取引決済

（こ使用することであった。こうした条件を持った

イギリスは，当時最も有力な食糧輸出国の一つで

あったアルゼ、ンチンとの交渉において決して有利

な立場tこあったとはL、えなU、のである。 「物乞ヤ

は選択者たりえないJ（注1〕というのが圏内の広範

な見方であったとu、えよう。イギリス国内の食糧

問題がどの程度深刻に受けとめられていたか，こ

の点は両国間の交渉結果が同国においてどう評価
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Jll4ti午fi月末Jll在の；1大：i要［3十］、 F主｛Eif日前I,',

,¥ 1ci.1;,qsn:i111 国際小友会議で報告された（，1) I 

r IJ ナ ヅ 1億：15加万プノシェパ
l γ バリ b(,t肝1 3億 fソシェノレ
アヰゼ L+ ユ l 億CJO同庁ブソ三仁ル

第117(.〕、ゾi・pij1とiよifーになタご＼.た LL、

主；三二ぷ｝こど力、；〉λC¥

活11表は1946年 tiJ J末現在におけるi汁学｛：＼ 人「

安供給日の小t:(Ei,r，見締法で、 194(iq: 1 n 2~1 汁イ

汁 Ci品irむ；ti.;L、JγC,

こソ。

(il ,¥ ALィ：〉ふ‘奇

(i億251阿））jブソユ守 1

、l；ι；t大；，，雲山Iiこ上；：：，1t,-:i'J1C＇ヲllWiλ
り i- ,, 1 f.0'.1500ゲブ、、ノ＞工，；
7・ / I）り合衆国 1億7500万フ、叶シヱノL
’rレゼ〉千〉 1億0050万フ、、ソシュノし
j
l
 

、，I
 

下リスト］見山会で{'W);主;f L ／こも，nでふゐが，〆ご♂〉
{11率見積：立はわすか数カJJ ,, >I日j（二（i3；；日立く；二Jin＼：少

:'_, i'》；こまた｜ぃ，jJ力！!-ii以外L刈11く；二日） i↓i し（＼，、るい

:-; f,さ9050フjブノ乙仁、L、l
r
 にも戦争にj、ど〉経；fi/f;fi）うの被Mふう通人去、主1-:1$.のf¥l;
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I /1 ¥/'I¥) JI,必nsanl, l-io11se of CoηlJJl刊IH,

41H. 22 ,T口11. K Fr,l,_, 194日 46,（＇り1lf',:l 

ftt¥flt.，こり jゐイキ！）卜刀1みらjLるとして司

の危機感f1副会討論の随Nr，，二う 2う＼かえふじ jたに引

t·~祇も次のような肯定的見解~表わ L て 1‘、る。

rw士貨を厭わ「その＼、く－ ）かを掲げておこう。
「イギけてからの交渉団は無駄でit ／（方、った。

支持i土案じたほど困難ではなか.，た 3 避けられた

い長荷以斗は歓迎寸ずくきもので；士なし〆とv'）；意味

からも少なくとも交渉；士巧みi二進められ，債務y;-

J〕手中i二あるカードはすべて有効 i：：使われた」

伐の発五ーもその -W1Jておあふコ

1917年の「i甘：界食禄生産は10年前i二比－＜て 7＇.＇［，じ11l

少しているj山口が，それに対して Ill：界人口は】 l(

午前上 I)2 ff？人J1/U)t用加LC J,3 I) , 

！刊するオズオ、ーン

'._ かもこ

今後もさらに持続すと｝ど予想主j' 

る。他方 11：で界で有数の食糧輸／ ljfT-~ iこJ3＼、て大l担，，

な食糧噌産が行以われてはレるが、その哨産され

た大部分は白11,J内で消費され亡いるJCit4 .・のが現

の人口増力LH土，

I rt,) 
¥:f見在i世界の食1益事情は第 2次大戦終状であり‘

析しい鉄道合弁会社設立に関するイギリスと

アルザン FLノ「可｜言の取決め（ I !J町一一今井）は1毛

主1茂であるが

戦後，食鼠不足は世界的iこi

こうした世界的食l, 」。性化してきている」（注5}'

；倍以来最も深夜11で，

掲不足およびfl国内の食樋危機は丸時のイ二子、jて

ーもし何らかの批判の

恨拠があるとすればそれはおそじく三;/lF，残高

（ボL ド片山のこと 今井）をより有望な再支払

た質的な利益をもたらす亡うし7こ守1

e従来からの食慢輸入国であるアルゼンチンとの

交渉にはきわめて重要な役割；）＞，認されてL、たので

だはかなり広範囲に認識されており、

i：十四iあるいは確定的な長期資企源として取り扱う

ための努力をイギ IJス側がわずかにしかなしえな

ある。

l億ポンドもの額を未解決のカト、fこことであり，

主3°1946年 9月17!=l協定にt,Jする詳細（i .般的

に宵定的であ／〉たとし、える。協定の長終結~~：見

、宇りながら活気を京LてL、たシテ fの金融世界l土 七主流動負債どし亡 1年間も放置する取i）；：には何

かが欠落してL、る」 C時8;0

I ，／七；土 1~i 1,l't'.J i.: > 'IY, }Jにと）て望ま LL、もの

であ J 汁二c c111i1t-；.－ーけn1ミ｜材輸入価格は他地J1,t

今井）当初の（＜ド略しっそれよりむしら，：＇ti，、が，

ー？でも

［ポンド残高に対L年 2.5%1！）手lj（ーを＜）げると L、

うfル Jiンチンイ！Illの要求をイご下、 1.1スitlll部歩／＼：.hノト

間みえたこ－1:::J引いを特に安視LてL、るの［（司内山
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ポンド残高処理の結末；こ満足の意をノJミ＇.＿＇
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アノレゼンチJ側 lこよる要求額主－まるか仁子まれ

る！水準でた量の食糧が確保できた。さらに f鉄

道協定ゎ最も重要な点は，ぞれが現株主のみまた

は主として彼らに対する配慮から促されたもので

はなしわれわれが所有する最大の海外資産の一

つをと日に見えなャ輸出創出字？として適切に処理し

たことである。この措置により所有者iこ年500万

ポンドの純収入ポもたらされるであれうが、これ

はわが闘の輸出入均衡に貢献するもので，この部

分の協定は諸個人のみでなく国全体に利益をもた

らすことになるJ：注9¥

ーのよう山一部にはポンド残高処理持ち越し

に対する批判的な指橋がなされたとりいえ，本1/.1,

定の受けとめ方は全体的にmなり常定的なものが

多かったといえる。それを支えた要悶の一つは，

本協定における最大論点であったポンド交換性の

問題がすで仏英米金融協定いよ JJてそもう基卒：糠を

準備されていたことであった。ポン｜、による取引

決済で食糧の檎入を確保できるとヤうごとは，少

少割高な価格を支払わねばならないマイナスを十

分補って余りあるものであったし，鉄道問題も海

外資産を手放すιとなく合弁会社温織により海外ー

資産からの利子，酒己当磁！保の道を選J'-C之わ；7で．

jろl；主：の利益1/）みならずf可J益の観lf-

足できる線に？各t，ついたというごとなのである O

こうしたイギリス国内の反響は翌年の鉄道売買

協定に対してかなり異なったものになった。とい

うのは合弁会社という海外資産温存ゎ）JI向から日［J

時屯却へと踏み{;JJ）たことによ川国益論iと f株

J二千lj益論Jとの分裂が起こ〉た引であら。海外資

産をこの時点で売却してしまうか，ぞれとも現在

および将来の利子，配当収入源として所有権を際

保しておくか，国内における最大の論点はまさι
この問題に朱約されたといえるのである。

アルゼシチンカ鉄道肉有化

屯却論は鉄道株主をはじめ金融業界がら広い支

持を得た。うティは次のよろなコ刊ントを加えて

いる。 「アノレゼンチンにあるイギリス所有鉄道を

1憶5000万ポンドで即時売却することは長期にわ

たる困難な交渉の結果としては満足できるものご

ある。 c,1，略一一竹下〉この即時記却は明らかに台

弁会社案よりも望ましL、解決策であろう jt注10）。

1借5000万ポンドは当然のととながら‘ 「会社の

総資本発行額をはるかに下回るものではあるが，

最近の厳しい経験により緩和されてきた株主J

ほJi：側の要求価額を少なくとも満たすものであ

る。

よれに対し売却反対論の主張じどのようなもの

であったか。とこに国会討議において代表的な

「国益論」者であったクロスウェイト・ヱイルの

発笥を引用してお二う。鉄道を売却lした場合，そ

の総額ω 「1{j意2500万ポンドiこい；）；ンド残高があ

てられ、残りのお00万ポン F＇中日当額がア fレゼンヰ

ンベソ、金， ドルもしくはその他の硬通貨」ほ12)

で支払われるわけであるから，イギリスにとって

はわずか2500万ポンド相当の硬通貨準備額が増加

するだけである。他方鉄道資産を台弁会社形態で

保持する場f?iま， 01二々 500Jjポ〉戸マイナス62万

5000ポンドを得るごとになる。三の額が長期にわ

たり毎年入づてくることはイギリスにとって重要

である。一時的な収入，それも2500万ホコンドのた

めに「アルゼンチンで最も重要な資産を手政そか

とLて1いるJi注13のである。さ心にまた［戦争原

牲＇1と等Jの'5'r:場からみCも売却は不当で，VJる。

「γ／レゼンチンはぎりぎりまで中立を保ち，連合

国側に加わったのは事実勝利が確定してしまって

からである」位14）。それに対しイギリス側の戦争

による破壊，犠牲は比ぶべくもたい。戦争による

議牲を負わないγ／レゼンチンに対してなぜ100%
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の債務支払をしなけれびならないのか。すべての

序｜ぐにに対してアルゼンチンと両様に戦時中のス

ターリング残高を処理するとなれば「この国は亡

んεしまうj〔注15）と。

こうした阿見解の対立は当時のイギリス経済の

現状およびイギリス鉄道会社経常に対する異な..

た展望によるものであったといえる。売却支持派

はイギリス経済の早鶏回復をきわめてむずかし十

とみており，自国経済の輸出力に依存して食糧輸

入をまかなうこと玄断念せざるをえなν以上，こ

れまでの海外資産を手放すことは食糧問題の解決：

に不可欠であると考えていた。しかもアルゼンチ

シにおける鉄道業はすでに高収益経営の時期を過

ぎ，これからは現地のナショナリズムに耐えなが

ら少なくとも合弁北の方向をとらざるをえない以

上，そう高額な投資利益を期待することは望み簿

である。こうした状況の干では現時点におけるイ

ギリス経済窮状打開の手段として鉄道資産を売却

してしまう方が資産の温存よりも賢明であると判

断したのである。三れに対し売却反対派の方はラ

過去の海外資産蓄積を切り売りすることは世界に

おけるイギリス経済の地位を急速に後退させるも

のとする見方が根強く，さらにまた「戦争犠牲平

等j説の主張もより強力iこ行なったのである。 1-fil

内の食糧危機に対する認識は当然売却反対派側に

もあったが、国際的食糧難の中で食糧供給国主主1，、

かに5郎、交渉力を持ちうるか，この点に対する配

慮が売却支持派tこ比べ相対的に弱かったといえよ

う。このようにして売却反対派は，アルゼンチン

への鉄道投資が今後再ひかつての上うなブームを

経験することはないにせよ， 1946年9月17日協定

に保証された5加力会ポンドの投資収益がその後の

国際収支の改善に少なからざる役割を果たすもの

と考え，国益重視の立場から鉄道資産の温存を唱
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えたわけである。

売買協定の内脊についてフf十ンシヤルタイム

ズ紙は次のようにみている。

総体的に国主主より株主利益が重視されたように

見受けられる。まず株主の立場からは次のように

L、えるコもし「鉄道の売却またはイギリスとアル子

ンチンの鉄道合弁会社設立の取決めに失敗してし、

たら，今年の会社経営は恐るべき困難な状態に陥

っていたぜあんろ。賃金上昇やさトレ法第8条項

の廃止により経営費は1000万ポンドから1500方ポ

／ドに支ではね上がった？あんう。（中時一ー一今井1

これまでの会社側の負担に加えてさらにそれが追

加されれば現在の利子，配当維持さえ不可能にな

ってしまうであろう。」「昨年秋提出の合弁会社案

は年最低500万ポンドの純収入を約束し，比較的

歓迎すべき対案ではあった」が，即時売却に比ベ

た場合それは株主にとってそれほど魅力的なもの

ではなかった。イギリス側交渉団はこうした状況

の中で「可能た最高価栢の獲符i乙努めた。戦時中

の鉄道設。！？？の悪化と，イギリスが必要とする食肉，

穀物，亜麻仁泊の主たる供給者としてのアルゼン

チン側の交渉上の強い立場を考えれば，合意に達ー

したその数字は決して不満足なものではない。」

ところが国益重視の立場がらの見方はかなり異な

ってくる。 「最初の合弁会社案は年437万5000ポ

ンド借Hi）を下回らない見えざる輸出をもたらし司

（即時売却よりも一一今井〉わが聞にとっては望ま

しいものであ＇）た。現在われわれが臨む絶望的な

瀬戸際においては，国際収支問題へのこのわずか

な貢献でさえも真の価値をもつことになるであろ

円。しかしアルぜンチンも明らかに全く同様の計

算から即時購入を自らの利益になると結論したの

である。ここしばらくアルゼシチンの国際収支は

すこぶる有利であるとしても，農業中心の経済に
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と一〉亡対外収よじはごく急速に悪化しうるのであ

るJ（注17）。

ポンド交換性停止以後唱売買総額の支払方法に

ついては，ポンド残高でなく 1948年度食糧輸入前

払金によりその大半がまかなわれるという修正が

行なわれたのは前述のとおりであるが，この修正

に対する圏内の反響は売貿協定の時ほど大きな論

議を11予ぶものではなか／》たc たた‘ポンド残高を

支払にあてない漣由，食糧輸入に対し前払をしな

ければならないE、然性， B勘定tこ；，，tするホo>f＇切

下げ保証措置の必要性など支払ヒの問題から，食

撞輸入価格が不当につりあげられないか，イギリ

スからの輪出品日決定にあたり不利な条件を押し

つけられているのではないかといった貿易取決め

上の問題点が指摘されたが‘いずれも大きな論争

の展開にはいたらずに終わった。

以上イギリス側の反響としては，鉄道売却が基

本的にはイザ 1）ス鉄道会社側の意向：ニ沿ャ， l~I内

の食糧危機緩和策として役立ったとする見方，ま

たポンド残高iこ／功、て十スター！） ＞グ地域との経

常取引決済にあてるという，イギリスにとって有

利かっ現実的な措置がとられたとの評価が有力で

あったといえるのである。

2. アルゼンチン側の皮饗

次iこアyレゼLチン俣！！の反響をみていこう。交渉

にあたったアルゼンチン代表は当初鉄道とポンド

の問題を切り離して協議しようとしており、前者

が後者の肩代jヲりとして利用されお iニとを警戒し

ていた。ポンド残高に関してはできるだけ多額の

交換性回復を，鉄道にtilしては陸上輸送手段の外

国支配からの脱皮をめざしていた。鉄道の外国支

配によりこの［£1の経済的な自立が妨げられてきた

とする反帝国主義的な主張は長し、歴史をもっ ζ展

開されてきたが，強力な論障を張るようになった

アルゼンチンの鉄道国有化

のは1940年代に入／γてからといえる。この主張以

前述のピネード案にみるような合弁化案に鋭く対

立するもので，合弁形態のFでは経済的従属性t土

打破できないとして， 「合弁化によらない妨害な

き固有化J（注18〕をめぎすものであった。ペロン政

権の誕生はこうした主張に対し以前よりも発言し

やすい状抗を準備するものとなったが，国有化論

山主流』土有償によるもので，無償固有化の主張は，

少なくとも公表された資料でみる限りまれであっ

十，，」O

このような流れの中でみれば，前にも述べたと

おり， 1946年9月17日協定の合弁会社案に対して

強い反対があったのは当然であろう。それほミト

レ法の失効という鉄道固有化への絶好の機会をの

がしてしまうこと，＼の批判でもあったο 中でも強

力な反対を唱えたのは共産覚，社会党で，前者は

間協定を「イギリスという大帝国主義による強制

び〕勝利て、あり，したがってわが国益には有害であ

るJ（注19）と論評し，後者は「ユ品ーヨークのウオ

ール街とロンドンのキティがぺロン政権と満足の

いく交渉を行なった」（注20）とみている。

合弁化案がら売買協定への移行は固有化論から

少なから主る影響を受けたためで，その移行はよ

り好ましいものとして広範囲に受け入れられた。

ただー古川にははたしてアルゼンチン側が資金，技

術両面で国有化後の経営能力をもつかどうか危慎

する見方もあったが、固有化反対派はイギリス資

本と利害関係をともにする大士地所有者か大資本

家であるという，固有化賛成派からの痛烈なキャ

ンベ－＞ c？川、で，強力な反対論を展開するまで｝こ

はいたらなかったといえる。したがって鉄道固有

化政策をめぐる中心的な論点は，固有化そのもの

の原則論的賛否よりも，むしろその購入価額お

よびその支払ャ方法の是非を問うものであった
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（社21)。この購入億額に関しごは，プイグロスが「古

鉄民収論j償却と名づりたような． 1 ff雪5000万ポ

ンドの価額は実質的価値を大幅に上回っていると

する考え方カ2かなり主張されていたことには注目

すべきであり，その代表者の 1人であった国会議

員フロンjイシは「われわれは国有イ乙政策には賛

成であるが，イギリスの資本家に15億ベソ以上も

の贈物をすることには同意できないJCi'lo2めとして，

アルゼンチン側の購入見積価額10億ベソを2倍半

も上回る妥結額を鋭く批判してし泊。 Lカ‘しこう

した批判も，従来から根強く主張されてきた，ア

ルゼンチン経済を従属させてきた張本人である鉄

道の買収は経済主権を護得するととであって，と

れ以上価値ある質物はないとする主張償却の前に

はあまり顧みられなかった僅却。

アルゼンチンの2大紙『ナシオン』と『ブ。レンサ」

もi孟！有化をナショナリズムの勝利とし tて受け入れ

る態度を表明し，問題点の指摘はむしろ闘有化以

降の経営に向けられた。国有化実施当日の両紙社

説の要旨は次のようなものであった。

鉄道の［国有化が圏内で実現された最も大がか

りな仕事であるととは疑ろ余地がない。政府は以

後運賃，給与，諭送サービスにわたり全責任を負

うごとになる。（中略一一今井） 5000万ォ？ンドにお

よぶ資材の更新と長年のひどい経営責任の不在に

よる給与の増額にヲ今すぐにも対応しなければな

らないことになろう。〔中略一一今井〕閑民の歓喜

で迎えられた鉄道所有権の移転については，イギ

リスとの貿易取引を即時有利に使用できたことを

祝福し，わが広人t国土に鉄道を敷設したかの資

本の大いなる貢献に対して感謝の意を表わしてお

こうJ（注26）。

「鉄道の国有化は経済，金融的といろよりも心

情的なものである。われわれの主なコ主ュニケー
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ション体系がもはや外国に従属していないという

ことは自国愛を喜ばせる。そしご事実，国がその

主要な顧客である英国とのわずか2年間の国際収

支黒字分で最も重要な鉄道資産相をまかなえると

いう状況は，自国経済の強さを自覚させてくれ

る。jその後の経営に Jル、て「運行費用は利用者

負担に帰すべきもので，農牧業者，商人，企業家，

納税者の負担仁すべきではない。経営赤字分を大

幡な公共負債とするのは望ましくない。鉄道国有

化は数多くの問題に対する解決策を準備するであ

ろう。たとえば，常時鑑別料金金排除していくと

とにより鉄道と自動車，船舶による輸送の協調を

はかるとごと，時刻表の調整，将来第3レール敷散

による狭軌，広軌聞の調整，経営費や資材購入に

おける経済性，国防と国内治安の観点；からの戦略

問題の検討などである。しかし緊急を要するのは

レール，資材の更新，経営赤字幅の縮，J、化であ

る」（注27）。

アルゼンチ〉国内における鉄道固有化への反響

は「主権買収論Jに代表されるナシ百ナリズムの

勝利として受付とめるものが支配的で， 1948年3

月1日の閏有化実施当日 9 ブzノスアイレス市内

、ワイギけて広場は鉄道国有化を祝う人びとの波で

埋めつくされた。また主要幹線発着駅はスベ1:, 

語で退去を意味するレティロと名付けられ，主要

幹線名にも歴代大統領名があてられるなど，ナシ

ョナリズム勝利の熱狂にわいたのであった。

〔出 l〕 Hansard,House oj （υmmons, Vol. 448, 

l March -25 March, 1947-48，七ol.1450. 

Ci七2〕 Han.,,ird,JI，川，seof（＇刊mmοns,Vol. 448, 
1 March-25 .¥larch, J(,147-48, Col. H！う7

Ctヒ3) Ibid. 
（注4) Ibid., Col. 1458. 

(It 5) Ibid. 

(it 6) The Financial Times, 18 Septeml淀川

1946, No. 17, 912, p. 1. 
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以bなてきたよろに，アルゼンチンの鉄道国有

化は第2次大戦後のポンド交換性回復をめぐる交

渉過程の中でようやく実現の運びにいたったので

あった。第2次大戦中および終戦直後における世

界的な食器の売り手市場の到来は農高産品を主な

輸出品と「るfルゼンチンにとってまたとない好

後であった。しかLこうした有利な国際経済情勢

は永久に続くものではなく，先進国の経済復興と

その農業保護政策により，近い将来崩れてしまう

という見通しがあっただけに，その聞の外貨菩積

分がどのようにこの国の経済開発に生かされるか

はきわめて重要な問題であり，これによって戦後

アルゼンチン経済が大きく左右されることになる

のであることころで蓄積されたかなりのポンドが

鉄道買収のために使用されたことは，ひとりアル

官ンチン側の意向のみではなく，イギリス側との

交渉過程で他の対イギリス債権固との関係を配慮

しながら決定された側面も多分にあったが．それ

だけにこのことが戦後のアルゼンチン経済開発に

とっては制約要因となったことも否定できないよ

うに思われる。以ド．戦争直後のアルゼンチンの

貿易構造と国有化後の鉄道経営が経済全体にどの
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ような意味をもっていたかを街単に検討して，こ

の点を明らかにしておきたいと思うのである。

鉄道国有化について最終的な取決めを行なった

アンデス協定の下で，イギリスの鉄道およびその

関連資産はアノレゼンチンからイギリスへの1948年

度食糧輸出分前払金と1946年9月以降のポンド純

取得分によってその大半を買収されることになっ

たわけである。すなわち鉄道買収は非スターリン

グ地域との交換性を回復されない多額に上るポン

ド処理方策の一つであったとャえるつこの方策の

結果アルゼンチンは長年イギリス支配下にあった

鉄道輸送上の主権を獲得できたわけであるが，反

国経済開発に必要な生産財，燃料などの輸入資金

源をそれだけ喪失してしまうことになった。しか

も戦時中および1946年9月前のポンド残高の使用

がアンデス協定によりスターリンプ地域との取引

決済に限定されてしまったのであるから，事態は

一層間難な状況に追い込まれるi二とになった。と

いうのは，従来輸出入相手国中ともに首位を占め

ていたイギリスからの輸入割合が終戦後かなり減

少して，そのかわりにアメリカ合衆国からのそれ

が増加し（主な輸出相手国一－ ｛ギリし主な輸入相

手同 アメリカ合衆国，さらにイギリスに対しては大

幅の／H超，アメリカ合衆国には多額の入超という状態の

中で），ポンドが非スターリンケ、地域との交換性を

回復されないということは，アルゼンチン側の輸

入品目選択に足かせをはめることになってしまう

からである。

またこれまで経済支配の手段として使われてき

た鉄道を国有化し，それが「主権買収論jの主張

するように，；農牧業中心の従主義的な経済構造から

脱して経済的自立達成への出発点となるために

は，流通部門の主権掌握だけでは十分でなく，国

内の工業育成および地域間格差是正を含む経済関

ラ0

発との本格的な取り組みが不i可欠となる。しかも

それJを外資に頼らず自国のイニシアテ f戸の下で

推進するには何としても開発資金源の確保が前提

とされることになるのである。

国営になった鉄道の経営状態はそのまま国家財

政に庇映するところとなり，老朽化施設への追加

投資に力11え、公共のサービス機関としての低料金，

差百I］運賃撤廃の実施は赤字経営への補填を余儀な

くさせあであろう。これは一方で経済開発mため

の財政支出［こブレーキをかけると同時に．他方国

営企業の赤字などによる膨張財政補填のため多額

の公共債務をかかえこませる瞬間ともなる。こう

して，第1期ぺロン政権下で実施された大幅な外

債返済にもかかわらず，同政権第2期に入ってか

らは再度外資借り入れに踏み切らざるをえなくな

－）たのである。

以上のようにみてくると， T 1；.ゼン千ン（／）鉄道

国有化は，上手にナショナリズムび）勝利と！いソた点

からのみとらえるにはあまりに複雑な影響をその

後のアルゼンチン経済に与えたように考えられる

のである。そうした問題はとくにペロン政権の経

済政策全体との関連の中でより；、付制に分析されな

けれ；主ならないが，それは本稿の課題外にふり，

別縞を用志しなければならないり

( ,,:J f仁り1ど部）
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